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なる 2 つの就労継続支援 B型事業所に注目し比較事例研究を行った. 研究課題を明ら
かにする手段としては, 質的研究を選択し, 調査方法は, 半構造化面接法および参与観
察法を用いた.
その結果, 事業所がどのような機能を併せ持つかによって, 利用者の獲得する能力に
違いが見られた. また, 利用者の生活課題を解決する要因は, ①ミッションの達成に向
けた事業が整備されていること, ②利用者と職員に共通の認識枠組み (組織文化) が存
在すること, ③それらを継続・発展させる条件が必要であることが示された.
キーワード：障害者自立支援法, 就労継続支援 B型事業所, 機能選択, 就労支援, 生活支援
Ⅰ. 研究の背景と目的
2006 年に障害者自立支援法が施行され 5 年が経過した. 障害のある人たちの一般就労を促進
することを重視し, 障害者雇用促進法と有機的な連携を図りながら就労形態を再編してきた. 就
労支援事業は, 大きく分けると, 1 つは, 一般就労を希望する障害者を対象とする就労移行支援
と, もう 1つは, 一般的就労が困難な障害者を対象とする就労継続支援に再編された. これによ
り, 障害者の就労支援は格段に進んだと言える. 各障害者施設は, 2011 年度までに旧体系から,
障害者自立支援法の枠組みへ移行することになり, 現在は新旧体系が混在する複雑な状況となっ
ている (厚生福祉 2010).
2010 年 11 月には, 障害者自立支援法改正案が衆院本会議で可決され, 就労支援の基本的な考





ような問題点を挙げることができる. 第 1に就労移行支援事業では, 他の就労事業より報酬が高
く設定されたため, 収入確保を迫られた事業所の中には, 利用者の実態とは無関係にこの事業へ
移行した施設も少なくない (赤松 2009). 第 2 に就労継続支援事業 A型は, 利用者に最低賃金
を保障することを目標としているが, 思うように利益を上げる事ができず, 最賃適用除外1)を受
けざるを得ない事業所も出てきた (赤松 2009). 第 3 に就労継続支援事業B型では, 成果主義に
基づく加算制度が導入された. これにより ｢福祉的な支援｣ に加え ｢働くことへの支援｣ が強く
打ち出され, 新たな就労の場としての役割を担うこととなった.
先行研究によると, 本研究で取り上げる就労継続支援 B型事業所 (以下 B型事業所とする)
は, 一般就労への移行を積極的に展開している事業所と, ｢就労｣ よりも ｢創作的活動 (生きが
いの支援)｣ 或いは ｢生活訓練｣ を指向する事業所 (松下, 谷口 2010) の大きく分けると 2つの
方向性が見られる. 事業所は, ｢福祉的な支援｣ と ｢働くことへの支援｣ の 2 つの機能が必要で




半が実態調査である. 事業所がどのような機能を選択し, その結果, 利用者の生活にどのような
影響を及ぼしているのかに着目した検証はほとんど行われていない.
以上から, 本研究の目的は次の 2点である. 第 1に, B型事業所の事業構成の特徴を整理する.






1 . 就労継続支援 B型事業所の位置づけ
以下の 2点から先行研究を概観し, 障害者自立支援法における B型事業所の位置づけを示す.
第 1 に, 旧法における通所授産施設の機能と課題を整理し再編に至る経緯を説明する. 中川
(2006) は, 通所授産施設が果たす役割として, 職場での適応行動が困難になり, 一般就労から
福祉的就労に移行した者の再訓練の場となり, 一般就労へ再挑戦するための重要な役割を果たす
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設などの利用者の約 6割は, 5 年以上の長期利用者であり, 通所授産施設は現実には訓練の場で
はなく, 就労の場となっており, 訓練機能を持つとは言え, 期限のない就労支援を前提としてい
る (松井 2008). また, 障害者職業総合センターによる ｢障害者の多様な就業形態の実態と質的
向上等の課題に関する研究｣ (2007)3) においても, 通所授産施設は ｢通過施設, 訓練施設とされ
ているものの, 実態としては, 長期間の就業形態となっているのが現実である｣ と同様の報告が
されている.
その原因として安井 (2006) は, 労働関係法制の対象外とされた授産施設の障害者は, 極めて
低い工賃しか支給されていないのが現状で, 高い生産性をあげることの出来る障害者が移行すれ
ば, 生産性の全体的な低下を生み出すことから移行支援は十分に行われていないと指摘している.






生活させる機能を別立てとし, それぞれを ｢就労移行支援事業｣ と ｢就労継続支援事業｣ に整理
した (安井 2006). さらに, 就労継続支援事業は, A型 (雇用型), B 型 (非雇用型) の 2 種類
に再編された.
第 2 に, 再編された就労支援事業における B型事業所の機能と課題について説明する. B 型
事業所は, 就労移行支援事業や就労継続支援A型を利用したが一般就労に結びつかなかった者
を対象としており, 他の 2つの就労支援事業と比較すると一般就労へ向けた訓練機能は比較的緩
やかである. 利用者に安心して働ける場を提供するとともに, 対人関係がきちんと作れ, 円滑な
コミュニケーションが図れるようにするために訓練する場としても機能する必要がある (山崎,
六波羅 2009). 訓練により就労に必要な知識や能力が高まったときは, 一般就労に向けた支援も
行うことになる.
実際に, 28 万人の福祉的就労従事者のうち, 労働性が認められている就労継続支援A型事業
所および福祉工場を利用している障害者は全国で約 5,300 人であり, 大多数が労働者ではないか
たちを利用している (松下, 谷口 2010). しかし, 障害者自立支援法は, 報酬単価を就労移行支




また, 新しく平均工賃の目標水準の設定が義務付けられ, 平均工賃が地域の最低賃金の 1/3









2 . 就労継続支援 B型事業所の機能選択の分類と比較軸
ここでは, B型事業所が併せ持つ機能について先行研究を概観し, 得られた知見からどのよう
な比較軸があるかを考察する.
松下ら (2010) は, 福祉的就労に関わる事業所の実態調査を行い, 運営実態に一定の共通点お
よび相違点がみられたことを報告している. その結果, 積極的な就労支援を展開している事業所





わせて地域生活を可能とする｣ ことを目標に, 平成 18 年, 19 年と 2 年間にわたり工賃水準向上
のモデル事業に取り組んだ (鈴木 2009). 具体的には, 経営コンサルタントの協力を得て収益を
上げるための経営手法や職員の意識改革を行った. これらの成果は利用者が職業人として働く意
識と自覚を持ち, 職員は作業の場面や利用者への対応のなかでサービスの質が改善されたと報告




から授産施設本来の機能である地域社会への自立に重点を置いている. いわゆる ｢顧客意識｣ に
焦点を当てた職業訓練を実施している. 高い工賃は環境を作るための 1つの手段であり, 収益性
の高さと就労支援の充実はイコールであると考えている.




三橋 (2010) も, ｢精神障害者小規模作業所のエンパワメント機能｣ に関する研究において,
同様のことを報告している. 作業所の持つ意味として, ｢話すことができる場, 話を聞くことが
できる場｣ ｢安定した地域生活を支えてくれる場｣ ｢社会経験の場｣ とし, ｢収入を得る場｣ とし
ては安い工賃に加え利用者のニーズも異なるため課題を多く含んでいることを報告している.







以上, 先行研究を概観した結果, B型事業所の機能は, 職業訓練を重視し一般就労への移行を
積極的に展開する事業所と, もう一方は, 利用者の自己実現の場を目指し生活支援に力を入れて
いる事業所の大きく分けると 2つに分類された. しかし, 先行研究では, 障害者自立支援法への























本調査は, A県の B型事業所 2施設合計 10 人を調査対象とした. 事業所の内訳は, 事業所
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は, ｢就労現場の確保｣ と ｢低工賃からの脱却｣ を理念とし, 民間労働現場に即した労働環境の
創出と職業訓練工場を展開している. 工賃支払額は全国平均工賃の約 5～10 倍である. 事業
所は, 共に働くことを通し, 自己実現の場を目指している. また利用者の自立を尊重し豊かな地
域生活を送ることができるよう就労支援とより多くの工賃支給を目指している. 以上のように基
本理念が異なる 2つの B型事業所を調査対象とした.
対象者の内訳は, 事業所の職員 2 人, 利用者 3 人, 事業所の職員 2 人, 利用者 3 人であ
る. 職員は, インタビューを行う利用者を直接支援しており, 施設に所属し経験年数 3年以上の
職員を対象に調査を依頼した. 利用者は, 軽度の知的障害があり (うち 1 名は知的障害なし),
意思疎通可能で, 質問内容が把握できる程度の方を対象に調査を依頼した. 対象者の属性は, 表
1のとおりである. 調査時期は, 2010 年 8～9 月である.
2 ) 調査方法
調査方法は, 半構造化面接法 (インタビュー) および参与観察法を用いた. 研究対象をさまざ
まな角度から分析し特徴を明らかにするために, 方法論的複眼に基づく研究アプローチを選択し
た.
インタビューは, 職員 1 時間, 利用者 30 分程度とし, 合計 4 回の半構造化面接を個別に行っ
た. 具体的には 1 回目 3 人, 2 回目 2 人, 3 回目 4 人, 4 回目 1 人の面接を実施した. 職員と利
用者に共通のインタビューガイドを用い, インタビュー内容は, ①事業所のミッション ②事業
所の特徴 ③その特徴の共有化 ④事業内容の適正さ ⑤利用者の生活を豊かにする取組み ⑥
利用者の個性を尊重した取組み ⑦現在の利用者の状況の 7項目である. すべてのインタビュー




性別 年齢 障害名 等 級 利用年数 職歴 事業所名
A 女 20 歳代 知的障害 療育B判定 1年以上～3年未満 無 事業所
B 男 20 歳代 知的障害・聴覚障害 療育B判定 1年以上～3年未満 有 事業所
C 男 20 歳代 知的障害 療育C判定 5年以上～7年未満 無 事業所
D 女 60 歳代 脳性麻痺による四肢痙性麻痺 身障 2級 7年以上 無 事業所
E 女 30 歳代 知的障害 療育C判定 7年以上 無 事業所
F 女 60 歳代 脳性麻痺による移動機能障害 療育 A判定・身障 2 級 7 年以上 有 事業所
職 員
性別 年齢 役 職 担当部署 勤務年数 職歴
(指導員)
事業所名
G 男 40 歳代 主任 パン工房 3年以上～5年未満 無 事業所
H 女 30 歳代 主任 PC事業部 5年以上～7年未満 無 事業所
I 男 30 歳代 部署リーダー QOL部 3年以上～5年未満 有 事業所
J 女 30 歳代 責任者 パン工房 3年以上～5年未満 有 事業所
は, 本人の了承を得えて ICレコーダーで録音した.
参与観察は, インタビューを行った利用者を中心に行った. 調査を目的として現場に入ること
は対象者に知らせてあり, 準メンバーとしての役割を担う ｢観察者としての参加者｣ (佐藤 2007)
の立場で調査を行った. 利用者 1人につき半日行い, 合計 4日間実施した. 観察の視点は①利用




を中止できることを伝えた. インタビューは対象者への負担を考慮し, 1 回の面接時間は 30～60
分程度とし, 答えにくい質問には答えなくてよいことを説明した. プライバシーに十分配慮し内





佐藤郁哉の質的データ分析法 (佐藤 2008) を参考にした. 本研究は, 個人が事例の単位にな





インタビュー終了後, 対象者ごとに, 4 つの比較軸に合わせ逐語録を整理した. さらに, アイ
デアツリーというアウトラインプロセッサを用いて整理を行った. その際, 概念的カテゴリーと
なる ｢分析的コード｣ のラベルを付け, それらの概念的カテゴリーの具体例にあたる事柄を示す
言葉に ｢記述的コード｣ のラベルを付け階層化であらわした. 一定の期間をおきながら何度も概
念生成, 解釈の検討を繰り返した.
その結果, 事業所については, 比較軸①は 2つ, 比較軸②・③は 4つ, 比較軸④は 3つの分
析的コードに集約できた. 事業所については, 比較軸①は 3つ, 比較軸②は 4つ, 比較軸③・
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表 2－1 事例 コード・マトリックス 事業所
事業所 ミッションにはどの様に差異があるのか 事業構成にはどの様に差異があるのか




























































く, 何とかして 30 分続











































































































































































僕は, 朝 7 時から, 4 時
半までです. ｢施設外実
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表 2－2 事例 コード・マトリックス 事業所
事業所 ミッションにはどの様に差異があるのか 事業構成にはどの様に差異があるのか





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































終了後, 逐語録を切片に分け ｢小見出し｣ (定性的コード) を付けて行く作業を行った. 次に定
性的コードの付いた文章を ｢文章セグメント｣ とし, 定性的コードからより抽象度の高い, 比較
的少数の概念的カテゴリーに対応するコードへ移行する, 焦点的コーディングを行った. その際,
アイデアツリーを用いてコードを集約した.
このコード集約の作業を数回繰り返した結果, 事業所は, 19 の概念的コードが抽出され,
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表 3－1 事業所 概念と下位概念
事業所








子目指して, ああいうふうになれるように｣ と言っている. 就
職が決まった子にはもう皆で拍手して. 卒業おめでとうみたい















してるかな, というところが強くて. なるべく, こうできる子
には, より, 一般の健常者の人たちに近く, ｢こうやりなさい｣
｢ああやりなさい｣ とか, ｢昨日はできたんだから, 今日もでき
るだろう｣ と. それを忘れないようにしている. (職員 1) そう
いう形で何名かの子に, ある程度, その子, その子の得意そう





















作業の幅を広げられればなとは思ってます. (職員 2) たくさん
のことができるかといったら, やっぱり今のところそうやって,
こう専門的な部門が 2 つ 3 つという中で, 割り振れてる中で,
取りあえず, まあ, 運営をしていうるというか, やっていると
いうような現状であるものですから. この子はもっと別のこと
をやらせたほうが本来の力を発揮できるんだよって. いつも感
じながら, それは事業所自身にとってもそれが, まあ, それ









表 3－2 事業所 概念と下位概念
事業所


























































対してどうしていくかとかって, そういった部分も 4 割に入る
かなと. それでいいのかなっていう部分もあれば, 頑張ってい
る人にはそれなりのお金を上げたいと思いもありますよね. と







1 . 2 つの分析結果の考察
1 ) 比較軸に基づいた考察
① ミッションには, どのような差異があるのか.
事業所は, ｢高い工賃｣ ｢一般企業への就職｣ の 2 つのカテゴリーが抽出された. 障害があ
るといえども可能性や能力は十分に秘めており, その可能性を引き出すためには環境を作ること
が重要である. ｢高い工賃｣ は環境を作るための, 1 つの手段であり, 最終目標ではないことが
理解できた. 高い工賃を支払うためには, 生産性を高めて行く必要があり, 職員, 利用者ともに
一般企業と同様の厳しさが要求される. 実践に即した就労環境に適応できるよう, 意識改革が必
要となる. そのひとつの手段として ｢工賃｣ があることが理解できた.
事業所は, ｢施設の役割｣ ｢尊重・豊かな生活｣ ｢食の安全｣ の 3 つのカテゴリーが抽出さ
れた. 法人には 11 種類のサービスがあり, 必要な時に必要なサービスを利用できるようになっ






事業所は, ｢目標設定｣ ｢時間の管理｣ ｢厳しさと責任感｣ ｢生産性と収益性｣ の 4 つのカテ
ゴリーが抽出された. 事業構成はミッションを実現するための重要な手法となる. 最終的には労
働時間が 8時間になるよう指導するなど, できるだけ一般企業に近い事業構成を用いている. 事
業所に来て ｢取りあえず日中過ごす｣ と言う感覚ではなく, ｢昨日は 10 個だから今日は 15 個｣
と言うように目標を設定している. 目標設定, 達成状況確認, 必要時指導を行い評価をする. こ
のサイクルが ｢仕事に対する責任｣ と ｢持続できる精神力｣ を作り上げていることが分かる. 利
用者の語りから, 指導の厳しさは職員との信頼関係の上で成り立っていることが理解できた.
事業所は, ｢部署間の連携｣ ｢ニーズの把握｣ ｢作業環境の工夫｣ ｢生活支援と収益性｣ の 4
つのカテゴリーが抽出された. アセスメント, ニーズの把握, 個別支援計画の立案, 実施, 評価,
というケアプランと同様な ｢支援の仕組み｣ が確立されている. 利用者のニーズを把握し, 可能
な限り対応している. また, 部署間で調整を行い利用者の適性に合った作業環境を追求しており,
4 つの部署があることが強みとなっている. さらに, 利用者の可能性を広げるために作業道具の
工夫がされている. アセスメントを行い, 個別に合わせ使いやすい道具を開発している. 常に利
用者の立場にたった支援が提供されていることが理解できた. B型事業所に移行し, 法人として





事業所は, ｢経済力の獲得｣ ｢技術の向上｣ ｢自信の獲得｣ ｢人間関係の拡大｣ の 4 つのカテ
ゴリーが抽出された. 仕事に対する責任が養われ, 繰り返し指導を受け経験を積むことで, でき





事業所は, ｢自己決定｣ ｢主体的な生活｣ ｢人間関係の拡大｣ の 3 つのカテゴリーが抽出され
た. 職員の語りの中で, ｢仕事をしたくないという選択も自己決定と言えるか……｣ とあるが,
事業所の活動を ｢日中活動の場｣ と捉えれば, 仕事をしないことも自己決定と言える. また自閉
症のこだわりについても問題行動と捉えるのではなく, その行動を活かしていける作業環境を考
えることで, 落ち着いた穏やかな生活を送ることができる. 支援の根底にあるものが ｢受容的態
度｣ と ｢利用者主体｣ であった.
④ 事業構成が利用者の生活に影響を及ぼす際に, 職員や利用者が共有している認識枠組み
(事業理念・組織文化) の役割とはなにか.
事業所は, ｢就職に向けた意識｣ ｢家族の理解｣ ｢教え・伝える｣ の 3 つのカテゴリーが抽出




によって影響を受け, 理念の共有化が生まれていることが伺える. また, 利用者は, 職員から繰
り返し ｢教え・伝える｣ 支援を受け, ｢能力があれば外に出る……｣ 事を強く意識し始めている.
今後は家族を含めた理念の共有化が必要となる. 所属する組織の理念や方針は, 自己の価値観に
大きな影響を与えることが理解できた.
事業所は, ｢創設者の存在｣ ｢施設の理念｣ ｢共に・一緒に｣ の 3 つのカテゴリーが抽出され
た. 人間の健康な生き方を支える食物を作り, 多くの人にその大切さを伝える事が事業所のミッ
ションの 1 つである. 35 年前に法人を立ち上げた創設者の思いが, 脈々と受け継がれてきた.
その背景には, 新しい事業に挑戦する時は常に事業理念を振り返り確認する機会を設けて来たこ






データから分析した結果, ｢ロールモデルの存在｣ ｢高い能力をさらに伸ばす｣ ｢環境への適応｣






データから分析した結果, ｢理念を意識した働き方｣ ｢職員の成長｣ ｢支援における課題｣ の 3
つの概念に分類した. 具体的には, 事業理念を共有するためのプロセス (働き方) が明らかとな
り, そのプロセスを通して職員が成長していることが伺えた. 入職当初は ｢何だろう｣ という感
じであった理念が, 施設内の勉強会を通して具現化・共有化されたと考えられる. 課題としては,
利用者の高齢化, 重度化に伴い, 生産性の格差も生じている. 今後は, 利用者支援の仕組みの見
直しが必要であることが挙げられた.
以上, 述べてきた ｢就労支援指向と生活支援指向の相違｣ について, 表 4の比較対照表に示す.
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表 4 比較対照表







































◆ 1～4は比較軸から抽出された結果. 5 は比較軸以外から見えてきた結果.
2 . 2 つの分析結果の結合
・事業所の結果と考察を踏まえ, 以下は事業構成と利用者の関係について考察する. 
事業所の場合は, 事業構成の内容として ｢目標設定｣ ｢時間の管理｣ ｢厳しさと責任感｣ ｢生産性
と収益性｣ の 4 つが抽出された. また, 事業所の利用者は, 事業構成を通して, ｢経済力の獲
得｣ ｢技術の向上｣ ｢自信の獲得｣ ｢人間関係の拡大｣ の 4 つの能力を獲得していくことが分かっ
た. 利用者が 4つの能力を獲得していく過程には, 職員と利用者の間に ｢伝え・教える｣ ｢家族
の理解｣ ｢就職に向けた意識｣ という共通する認識枠組み (組織文化) があった.
事業所のミッションを実現するために, 共通の認識枠組みを維持して行くことが必要とされる.
その認識枠組みを維持するための, 促進要因が ｢環境条件｣ であることがわかった. 環境条件の
中には, 憧れの対象となる ｢ロールモデルの存在｣, 自己の可能性を引き出す ｢高い能力を更に伸
ばす｣ 指導がある. 利用者は壁にぶつかりながら, その中で環境適応能力を高めていくことがで
きると考える (図 1). つまり, 事業所における利用者の生活課題を解決する要因は, 3つの共
通の認識枠組みと利用者の環境適応能力を高めることができる環境条件の設定であるといえる.
事業所の場合は, 事業構成の内容として ｢ニーズの把握｣ ｢作業環境の工夫｣ ｢部署間の連
携｣ ｢生活支援と収益性｣ の 4つが抽出された. また, 事業所の利用者は, 事業構成を通して,
｢主体的な生活｣ ｢自己決定｣ ｢人間関係の拡大｣ の 3 つの能力を獲得していくことが分かった.
利用者が 3つの能力を獲得していく過程には, 職員と利用者の間に ｢共に・一緒に｣ ｢創設者の

























その認識枠組みを維持するための, 促進要因が ｢理念を共有するプロセス｣ であることがわかっ
た. プロセスには, 職員皆で話し合い考えるという ｢理念を意識した働き方｣, 研修会や勉強会
を通して ｢職員の成長｣ があり, 利用者主体の ｢支援の仕組み｣ が確立されていったと考えられ
る (図 2). つまり, 事業所における利用者の生活課題を解決する要因は, 3 つの共通の認識
枠組みと理念を意識した働き方であるといえる.
Ⅵ. 結論と今後の課題
調査の結果, 事業構成の違いにより, 利用者の獲得する能力にも違いが見られた. 本研究を通
して, 事業所の ｢ミッション｣ と ｢事業構成｣ と ｢利用者の獲得する能力｣ には相互関連がある
ことが明らかになった. ｢事業構成が確立されていれば利用者の生活が変化する｣ という単純な
関係ではない. その関係を継続・発展させるためには, そのプロセスで, 利用者と職員に共通の
認識枠組み (組織文化) が存在し, それを支える ｢条件｣ が必要であることが明らかになった.
つまり, ｢共通の認識枠組み｣ とそれを支える ｢条件｣ という 2 つの力動によって利用者は新た
な能力を獲得し生活課題を解決していくことが示唆された.
最後に, 本研究の限界と今後の課題を述べる. 1 点目は, 旧法における通所授産施設は, 障害
者自立支援法へ移行する際, サービスの質を低下させないことや利用者の安定した生活を維持す
るために, 検討に検討を重ね機能選択を行っている (佐藤 2009). その結果, 利用者の多様なニー
ズに対応できる多機能型事業に移行した施設も少なくない. 本研究で調査対象とした事業所も,
生活介護・就労継続支援 B型事業・就労移行支援事業を併せ持つ多機能型事業を選択している.






















そのため, 就労支援と生活支援が混在し, 比較軸を用いて検討するうえでは, 曖昧であった点が挙
げられる. また, 就労支援指向の事業所では重度障害者への支援が課題であり, また, 生活支援
指向の事業所では, 利用者が高齢化する中で, どのように生産性を高めて行くのかが課題であった.
今回は探索的研究として機能選択の類型化を試み, この調査結果そのものが本研究で明らかに
なった知見といえる. しかし, 今後は事業所独自の ｢強み｣ を持ちながら, 生活支援と就労支援
の機能をどのように構成していくかが課題となる.
2 点目は, 旧法の通所施設の新体系への移行に関しては, 就労支援を中心とした訓練等給付に
おける利用料の徴収, 就労継続支援における利用者の労働者としての位置づけの問題など整合性










開設年月日 平成 18 年 2 月
事 業 内 容 就労継続支援B型事業所
定 員 40 名
職 員 常勤 14 人 非常勤 3人
開 所 日 数 週 5日 (月～土)
開 所 時 間 1日 8時間 (開始, 終了時間は各部門で異なる)
平 均 工 賃 45,000 円




開設年月日 平成 11 年 4 月 1 日
事 業 内 容 就労継続支援B型事業所 (平成 22 年 4 月移行)
定 員 40 名 (B型契約者 15 名)
職 員 常勤 19 人 非常勤 12 人
開 所 日 数 週 5日 (月～金)
開 所 時 間 9：30～16：00
平 均 工 賃 生活介護 20,109 円・Ｂ型 23,784 円・移行支援 14,180 円・全体 20,146 円
作 業 内 容
養鶏・自家培養天然酵母パン・自然食レストランと喫茶・自家焙煎珈琲・パソコン
業務・軽作業・環境整備・自閉症支援など
注1 ) 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 ｢就労継続支援事業利用者の労働者性に関する留意事項につ
いて｣ 一部改正 (2009.7) により, ｢適用除外｣ から現在は, ｢減額の特例｣ に改正されている.
2 ) 全国社会就労センター協議会は, 昭和 52 年に全国の授産施設関係者で結成された組織で, 社会福祉
法人全国社会福祉協議会のなかに事務局を置いている.
3 ) 障害者職業総合センター(2007)：｢障害のある人々の多様な就業形態に関する調査｣
福祉工場 111 か所, 授産施設 1,000 か所 共同作業所 1,000 か所 計 2,111 か所の機関に調査表を送
付. 最終的には 1,043 機関から回答があった.
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